最重症合併症妊産婦受入体制検証会議
【目　的】

　平成22年から運用されている「大阪府最重症合併症妊産婦受入体制」について、搬送体制及び受入体制の運用状況について検証し、意見交換することを目的とする。

【構　成】

　会議は、下記により構成する。

○大阪府医師会代表者

○最重症合併症妊産婦受入医療機関（産科・救命救急センター）代表者
○産婦人科診療相互援助システム代表者

○府内消防機関（救急担当）代表者

○大阪府　担当課

【具体的検討事項】

○症例検討

○資料分析

○実施体制の検証・検討

○その他最重症合併症妊産婦受入体制に付随する事項

【開催結果】
○日時

令和2年2月13日（木）午前9時30分～11時
○座長
　大阪大学大学院医学系研究科産科学婦人科学講座教授　木村正先生

○議事概要
①最重症合併症妊産婦の搬送実績報告について
★OGCS搬送の手引きについて

・目的（母体救命、胎児救急、緊急帝王切開が必要か）をまず聞いている。

・母体心肺停止・意識消失例は119へ連絡するよう伝えている。

・母体救命の場合、搬送依頼施設は症状を簡単に説明し、受入先が決まってから詳細を伝える。搬送受入施設は電話を切らず調整を行う。
・依頼から搬入まで30分以内をめざしている。
★平成30年調査の集計結果について

　　対象施設　：41機関（最重症妊産婦受入医療機関：9、救命救急Ｃ：7、OGCS参加施設：25）
　　　　　　　　発生数：H30　427例（153人に1人【0.6％】）
　　原　　因　：直接産科原因89％、間接産科原因9％、自殺・偶発2％

　　疾　　患　：産科危機的出血60％、妊娠高血圧症候群26％、中枢神経疾患3％、等
　　施設間搬送：約70％は最重症合併症妊産婦受入施設に搬送された。

　　搬送時間　：依頼から決定までは、約85％が10分以内となっている。
依頼から搬入までは、約76％が1時間以内となっている。
　　死亡症例　：2例（214人に1人）

最終診断は、①HELLP・脳出血、②肺高血圧症
　　死亡2例以外の心肺停止症例：４例（癒着胎盤、産後アルコール中毒、常位胎盤早期剥　離、詳細不明【うち2例は完治、2例は寛解】）

★過去6年間の最重症合併症妊産婦の推移について

発生数（発生率）：25年度：392（0.54％）、26年度：406（0.58％）、
　　　　　　　　 27年度：450（0.64％）、28年度：398（0.58％）、
　　　　　　　　 29年度：365（0.55％）、30年度：427（0.65％）
　　　　　　　　 平均：408（0.59％）

初療場所：救命センターであった件数は2014年から2017年にかけて毎年増加しており、搬送症例の初療場所として救命センターが定着してきたと言えるが、2018年は2017年に比べ、件数としては増えていない。
死亡率  ：最重症受入施設と非最重症受入施設を比較すると、全体的に最重症受入施設の死亡率が低くなっているが、その差は昨年に比べ縮小している。
　 産科危機的出血の原因疾患：この数年、分娩前に予測困難な癒着胎盤が増加している。前置胎盤でなくとも、癒着胎盤の可能性を疑っていく必要があるのでは。
★過去6年間の死亡原因の推移について

・大量出血に伴う母体死亡が減少している。出血死を防ぐことができる適切な施設へ搬入すれば、死亡症例は減少。この事業が定着してきたことがわかる。
・凝固異常を伴う産科合併症には、積極的な降圧が必要と言えるかもしれない。

★各施設の搬送時間について

調査期間：平成30年1月～平成30年12月

対象　　：搬送受入数のうち時間回答のあった症例
結果　　：前提として、決して病院毎の優劣をつけるものではない。
　　　　　搬送から決定までに時間を要している医療機関は、手順を見直す必要有。

②搬送困難事例
★現場滞在30分以上を要した死亡事例について

高槻市消防：救急隊は覚知から７分で現場到着し、後送先もスムーズに決定していた。到着時、医療機関関係者から、傷病者は処置中のため待機の指示あり。病院側の患者家族への説明や経路案内等で観察開始までに時間を費やしたため、現場滞在が３０分以上となった。なお、傷病者は医療機関のＩＣＵのベッド上で仰臥位の状態でおり、気道確保のため経鼻エアウェイが挿入され、酸素マスク及び点滴処置が実施されていた。搬送先医療機関で入院１５日後死亡退院。
③非最重症妊産婦の搬送困難例について
★命に別状はないが、患者のQOL低下に影響が出る可能性があったことから事例提出。

　金川先生：妊娠36週6日の妊婦。腰椎すべり症・腰椎椎間板ヘルニア既往。
　　　　　　両下肢麻痺を発症し救急車で来院され、小児整形外科オンコールに相談したところ、「ヘルニアによる神経圧迫であれば24時間以内の手術が必要な可能性あり」と返答があり、整形外科対応可能な病院への転院搬送を依頼。
　　　　　　⇒近大、大阪市立大学、関西医大、阪大、千船、北野、市総合、JCHO大阪、市立堺、大阪労災、大阪赤十字、近大（2回目）へそれぞれ連絡。（順不同）
　　　　　　⇒結果、ほとんどの施設は整形外科当直医、オンコールに相談の上、対応不可のため受入不可。
　　　　　　⇒最終的には近畿大学病院が受入。解離性健忘の精神疾患があり、そのことが原因だったと考えられる。

　Q：今後、救命疾患ではないが、QOLに影響が出る可能性のある重大な緊急疾患（整形、緑内障発作等）患者について、救命救急センターで連絡を受け、患者受入れのためのハブ的役割を果たしてもらうことは可能か。
（救命救急センター）
　・診断をつけること、画像をとることはお願いしたい。
　・専門診療科がある程度分かっている患者を、救命Cが独断で受入を判断することは難しい。全科的な対応を行うよう、行政から病院に対して指導してほしい。
　・当院では、過去に急性腹症の妊婦の受入れについて、産婦人科が外科に相談され断ったケースを見つけたが、救命Cであれば受け入れられたと思われる。診断をつけてもらい、空床のベッドがあれば受け入れる。
　・眼科や耳鼻咽喉科において、診断・治癒ができる医療機関が1件もない時間帯があることは、行政として改善してほしい。
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